（参考様式）
支援業務の実施に関する計画書記載例

（○○年度 事業計画書）
	（補足事項）
※　内容が同じ場合は、「支援業務の実施計画書」は「申請年度の事業計画書」を兼ねることができますが、内容が異なる場合は、それぞれご提出ください。
※　提出時は、青字の補足事項やコメントは削除してご提出ください。
（赤字の記載例は、今までの申請事例で特に多いものを基に記載しておりますので、必要に応じて修正し、ご活用ください。）
１　組織、人員及び運営に関すること

	○組織体制について(コメント)組織図等で担当部署・業務責任者・人員数等を具体的に記載

組織図
代表取締役



居住支援部　　　　　○○部　　　　　　　　　○○部　　　　　　　　　　○○部
（担当役員氏名）　











○人員体制について
①住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助
　(法第62条第２号)[bookmark: _Hlk215066410](コメント)居住支援法人として行う各支援業務の人員体制について具体的に記載

　・具体的な業務概要
　　〇入居相談
　　〇賃貸住宅の物件情報の提供や紹介
　　〇物件の内覧同行・契約手続き支援
　・人員体制　　　　：〇名（〇〇部の〇〇、〇〇、〇〇）
　
　②賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定向上に関する情報提供、相談その他の援助
　　(法第62条第３号)
　・具体的な業務概要(業務頻度も併せて記載)
　　〇入居者の安否確認（〇日に１回程度）
　　〇定期的な訪問による入居者の見守り（〇月に１回程度）
　　〇行政や福祉サービス、関係機関等との連携（随時）
　・人員体制：〇名（〇〇部の〇〇、〇〇、〇〇）
　
○運営について（勤務体制（勤務日・勤務時間など）、業務区域、申請年度の収支計画等）
１　勤務日時　　　：月～金（年末年始を除く）　〇〇時～〇〇時
２　支援対象者　　：高齢者、生活困窮者、身体障害者、精神障害者
３　業務区域　　　：〇〇市〇区、〇〇市、〇〇町
４　相談受付日時　：月～金（年末年始を除く）　〇〇時～〇〇時
５　相談窓口連絡先：〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

(コメント)申請年度における居住支援業務に係る収支計画を記載

収支計画（〇〇年〇月〇日～〇〇年〇月〇日）

収入の部
科目
予算額
摘要












合計



支出の部
科目
予算額
摘要












合計








































(コメント) 居住支援法人として行う各支援業務について具体的な業務内容をそれぞれ記載

２　支援業務の概要及び実施の方法に関すること
	○支援業務について
　①登録事業者からの要請に基づく、登録住宅入居者の家賃債務保証
　(法第62条第１号)
・具体的な業務概要（支援内容、スキーム、要配慮者から対価を得て業務を行う場合は当該業務内容、対価及び提供の条件）を記載

②住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助
　　(法第62条第２号)
・具体的な業務概要（支援内容、スキーム、要配慮者から対価を得て業務を行う場合は当該業務内容、対価及び提供の条件）を記載

　③賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定向上に関する情報提供、相談その他の援助
　　(法第62条第３号)
　・具体的な業務概要（支援内容、スキーム、要配慮者から対価を得て業務を行う場合は当該業務内容、対価及び提供の条件）を記載

④賃貸住宅の賃貸人に対し、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るために必要な情報提供
(法第62条第４号)
　・具体的な業務概要（支援内容、スキーム、要配慮者から対価を得て業務を行う場合は当該業務内容、対価及び提供の条件）を記載

　⑤住宅確保要配慮者からの委託に基づく残置物処理等業務
(法第62条第５号)
　・具体的な業務概要（支援内容、スキーム、要配慮者から対価を得て業務を行う場合は当該業務内容、対価及び提供の条件）を記載

（⑥①～⑤に附帯する業務）
(法第62条第６号)
　・具体的な業務概要（支援内容、スキーム、要配慮者から対価を得て業務を行う場合は当該業務内容、対価及び提供の条件）を記載














３　地方公共団体並びに住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資する活動を行う者
及び住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行う者との連携に関すること
	〇居住支援協議会との連携
・県又は市町村居住支援協議会(県内における設立済の市町村居住支援協議会を記載)の会員となり、情報収集を行うとともに、住宅確保要配慮者の居住支援について、協議会会員と連携し行っていく。

〇地方公共団体等との連携
（地方公共団体との連携体制や地方公共団体が実施する居住支援関連事業の受託等について記載）




[bookmark: _Hlk219281941]
４　支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に関すること
	〇支援業務に係る人材の確保及び資質の向上
（法人内の研修体制や関係団体等が主催する居住支援に関する研修会への参加等について記載）





５　その他(コメント) HPを開設していない法人については他の公示方法を記載

	〇公示方法
　支援業務の実施に関する計画（事業計画）を次のＵＲＬに掲載する。
　　　当法人ＨＰ「　　(ＵＲＬを記載する) 　　　　　　　　　　　　　　　」
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